



























































































































































（７）Marvin A. Chirelstein, et al. “Federal Income Taxation ― A Law 































































る。詳細については、Financial Samurai, ‘Twelve Non-Recourse States 
























































































































（23）Erik M. Jensen ‘The Unanswered Question in Tufts: What Was the 


























































































































































































　1970年８月１日、建設業者である被上告人 Clark Pelt 及び彼が単独で
保有する被上告人 Clark 社は、通常組合（general partnership）を設立
した。当該組合の目的は、ダラス近郊のテキサス州 Duncanville に120戸
で構成される団地を建設することであった。Pelt も Clark 社も当該組合































組合譲渡所得（a partnership capital gain）があったものと認定した（35）。
その考え方は、当該組合がノンリコース債務［残高］の全額を［譲渡所得
として］実現したというものである。
　米国租税裁判所は、Millar 対 IRS 長官事件判決、577 F.2d 212, 215 





























































































































（37）（判決文脚注７）Crane 事件における IRS 長官の選択は、納税者に対し
て減価償却資産についてリスクなしに控除できることを許したことによっ
て「ほとんどのタックス・シェルターにとっての基盤となった。」Bittker, 
‘Tax Shelters、Nonrecourse Debt, and the Crane Case’, 33 Tax L. Rev. 




































































































































































1.1001-2条、26 C.F.R. 1.1001-2 （1982）参照。下級審の多数の事件判決に
おいて、返済されなかった抵当融資金額を譲渡又は処分の収入に含めてい
る以上、（中略）IRS 長官の法令解釈がその裁量の範囲を逸脱していると
結論することは困難である。法廷意見が明らかにしているように、彼の解
釈は、正当と認められる。（以下略）
